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14． 構造物の基礎
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．． 1 ．基 礎の種

と分 類 　我が国の 地 形は 急峻で 多数 の河川を 擁 し，

た多 くの 島 か ら成る国 土 の自然条 件か ら ，道 路を始

と す る 交 通 イ ン フ ラ整備 にお け る橋 梁の 占める割 合

大きい。これ らの橋梁は， 例 え ば ，海峡部に お いて

潮流と水深 を 克 服 す る基 礎工法 を 必 要 と し，都市部

おいて は軟 弱地 盤 に対 応し た深い基 礎工法で 騒音 ・

動や 近 接施工 対 策を 必 要 と し，また山 地部に おい て

斜 面対策を 必 要 と す る など， 建 設 地 点 の 条 件 に応 じた

々の 工 法 が 要求される。 加えて我が国 は地震， 洪 水

ど 世 界 有数 の自 然 災 害の脅 威にさ らさ れた 国であ る

これ らの 厳しい設計・ 施工 の 要求 に応 じ て構造 物 の

礎 を建設 し て きた ため， 我 が 国 の 基 礎 工 法に 関 す る

術は 独自 の 工 夫が 加 えら れ

開発 発展してきた もの が多 い。 　 従 来からの基

形 式 といえ ば，浅 い 基礎
の 直 接基 礎 ， 深い基 礎 の杭

礎と ケーソ ン基礎である 。 近年次々と 新 しい基 礎工

が 開 発 さ れ て き て ， 従
来
の基 礎 形式 の定 義 に 当 て は

ら ない 形状 ・構造の特 徴を 持つ 基礎形 式 が 出 現して

た。比較的 新 し い主な基礎工 法 と しては ，鋼管 矢 板

礎
工

法 ， 多柱式基礎工法， 連続地 中 壁基礎工法 ， フ

チ ン グ 設

式杭基 礎 工法 ， 大口径深礎 基 礎工 法な ど がある 。

基 礎の 分 類に は，設 計上 の 区 分 と 施工上 の 区分 があ る。

ま ず 施 工法の開発が行わ れ て ， ある 程 度の 施 工実績を踏

ま えて， 技 術 基 準を定 め る の が通常で あるの で， 技術基

準は施 工 法 に よ り 分類
され た 基 礎形式 に対 応し て 設計 法

を 規定してい る のが 一般的で ある。 新 し い 基 礎 工 法 が次

々 と開 発 さ れる と 設 計 基 準 の整備が 追い つ かず，設計上

の 取扱 い方 につい て個 々の技 術者 の判 断に よ ら な けれ ば

な らなく
な り， 新しい基 礎 工法の普及が遅れ る こ とに

な る。図一1 は基 礎 形 式 を ， 支持 機 構， 設 計 上の 特 性

（形状 と 構 造），基礎 工法 の面から 分 類 を試み たもので

る 。 ここで柱 状 体基礎とは複数 本で用 い ら れる群杭

礎 と は異な り， 単 柱の 基 礎 躯体で荷重 に 抵抗する比

的 剛 性 の 高 い 柱 状の基 礎 の総称で あ り，設 計 法 の 統

化 を計 るため に 導 入された 設 計区分の概念 である。

計上の特 性 に 基づいて，すなわ ち，直 接 基 礎 ， 柱状

基礎， 群 杭 基 礎，複 合基 礎 と し て，設 計 区分 の 集

化 を 図 る こと
が

可能 で ある。 平 成8 年 に 改 訂された

路 橋 示 方書 で は こ の考 え 方が一 部 取 り 入 れ ら れ て い

。こ の よ う な汎 用 性の あ る 設計法 に 基づ く 体系 は ，

基礎

計 間 の 整合 性

  ｂ ﾟ る こ とおよ び新規 基
礎
の現場

の 導 入 を 容 易 に す 58 灘 毳灘 と鯔 施 琺 ・嚶一
醵

鯲［

繍 。 響 離 雛 ’ 複 合 1 　 　　　　　　 　 　 　　
・

ケー
ソ
ン 基礎工

（ オ ー ブ ン ケ ー ソ ソ 　 　　

　 　 　 　 　 　 　 ニ ー z ・一一マチッ クケ ー ソン ・設
置
式ケ 　

　　　　 　 　 　 　 ーソン） 　 　　 　 　 　　　　 　・鋼 管
板 基 礎 工 法 （ 井 筒 型 ・ 脚付き 型 ） 　　

　 柱 状 体 基 　 ． 地 中 連 続壁 基礎工法 （井筒型

壁 式 ・ 　 　 　 　 　 　 　　　 　 連 続 土留め 壁

礎 ） 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 ・ 大 口径深
基 礎 工 法 　 　 　 　 　 　　 　　 　　 ・ PCウ ェ

ル
基 礎 工

法
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・ 打込

杭工 ． 法 　　　　　　　　　　　・ 埋 込 み杭
工

法 （
中

掘 り ・ プ
ボ ー リ ン 　 　 　 　 　 　　 　

　
　
　
グ

） 深 い
礎 　 　 　 　 　 　 　
・ 場 所 打 ち 杭 工 法 （ オ ール

ケ ー シ ン グ ・ 　

　　 　
　　　　 　リバ ース・ ア ースドリ ル ） 　　 　 　 群杭 基

　 　 　 　　

　 　 　　　 ・マイ ク ロパ

ル工 法 ∴

撫 図 一1 　地

の支持機構 ・設
計 上 の特性 ・施工法に よる 基 　　　

の分 類 ること 等の利点が ある。 2． 主な基礎

@2 ． 1 直接基 礎 　 直 接 基 礎は一 般 に ， 地 盤 を 比較

浅 く広 く 掘 削 し，フ ー チングを 構 築す る 基礎形式で

荷 重を直 接 良 質な支持 層に 伝える浅い 剛 体
基

礎 であ

と 定義 され る 。 地 下 水位 が高いと こ ろや ， 支 持層 が

較的深い 場合 に は土 留 め や 止水 を

った 後 ，掘 削 施工さ れ る。直 接基礎は一般に深 い 基

に比 べて施工 が 確実 で 経済的であるので古 くか ら 構

物 の基礎と し て 用いら れてき た。 　我が国 で は山岳

の 斜面上に構造 物を建設する 機 会も 多 い 。 構
造

物
と

ては 橋 梁，送 電用鉄 塔 な ど がある 。斜 面 に通 常 の 水

な底面 を 持 っ直 接基 礎を設置 す る と ， 非 常 に 掘削量

多 くなり
問題 が 生 じる可 能 性が 高 い 。 一 方 根入 れが

い と 斜面 地 盤の崩壊 な ど 安全 性に 問 題 が 生 じ る。こ

よ うな 問 題を 解決するた め段 切り基 礎が開 発さ れ た

フーチン グ の 底面 を斜面 に沿っ
て

切り形状と す ること により 掘 削土 量 の低 減を 計 ると

も に ，基礎 底 面 の 内水平 となる部 分 を で き るだけ多

確保して支持力 の 減少 を抑えるとい う 特徴 を 持 つ。

　 直接基礎は橋 梁 以 外

構 造物の 基礎に

多く 用 い ら れ て い る 。 原子 力 発 電 所 ， ダ ム ，LNG

下 タン ク ，高層 建築 物等岩盤 上 に建設さ れ る大 型 構

物 の 基 礎の ほ と ん ど は直接基礎である。 　 2 ．

Y 基礎 　地盤が 軟 らか い 場合 基 礎に木杭を用い た例

太 古 か ら あり 杭 の歴史は 古い 。 杭 が 本 格的に 構 造物

礎に用いら れ る よ
う

にな って き た の は 大 型 構
造

物が

盤 の 悪いと こ ろ に建設 さ れ始めて か らで あ り ， 特に

後 に 著し い発展 をみ た。明治末

から昭
和
の初 期 に か け て ， 外 国 ら 鋼 杭 ， 既製 鉄筋 コ ン ク リ ー
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で あ っ た。場所打 ち コ ソ ク リ
ー

ト杭 は 当初無筋で あ っ た

が，関東大震災以降は 鉄筋を 入 れ る よ うに な っ た よ うで

ある。

　 杭 の 設計 に お い て ，鉛直支持力 と水平抵抗は杭本数

（コ ス ト） に 大 き く影響 す る。以 前 は 杭 の 支持力性 状 に

関す る研究 は 理 論的 な ア プ ロ ー
チ が 中心 で あ り，解析的

に 導か れ た 数多 くの 支持力式が 提案 さ れ て い る 。 しか し

ながら，こ れらの 式は現場載荷試験 で十分 に検証され て

い な い こ とや杭 の 大型化 や 長尺 化 さ らに は 多様な 施工 法

の 開発な どに 対 して 信頼性 の 高い 支持力値 を与え る こ と

が で きず ， 実際の 設計 に お い て は 非常 に 高価な 現場載荷

試験 に 依 らなけ れば な らな い こ とが大 きな負担で あ っ た。

こ の た め 杭の 支持力推定式 の 精度向上 に対 して 努力 が続

け ら れ，道路橋 示 方書 （昭和 55年） に 実物載荷試験 を

べ 一
ス に した 経験式が 提案さ れ ， さ らに 平成 2 年の 改

訂 で 改良式が提案され た。

　 ま た，地 盤工 学会 に お け る 「杭 の急速載荷試験法委員

会 」 （委員長 ： 岡原美知夫，平成 8年度〜11年度）お よ

び 「杭 の 鉛 直 載 荷試 験法 基準 化 委員会」 （委員長 ： 岡 原

美知 夫 ，平 成10年度〜12年度）に お い て ， 低 コ ス トの

杭の 急速載荷試験法 の 開発および静的
・
動的

・
急速 の 各

載荷試験法の 基準化 に 対 す る 努力 が計られ て い る 。 前者

の 委員会 に よ り作成 さ れ た報告書 「杭 の 急速載荷試験 の

載荷 メ カ ニ ズム と適用 性 」 （1999．3．31）に お い て ，相 対

的 な載荷時間 に基 づ い て 静的載荷試験，急速載荷試験，

動的載荷試験 に対 す る分類 の 定義 が提案さ れ た 。 今後各

載荷試 験 に よ り直接確認 さ れ た 信頼性 の 高 い 支持力値を

設計 に 反映 させ る こ とに よ り，設計の 合理 化 が図 られ る

こ とが期 待 され る 。

　 2，3　ケ
ー

ソン 基礎

　ケ
ー

ソ ン を 施工 法 に よ っ て 分類す る と ， オー
プ ン ケー

ソ ン ，ニ ュ
ー

マ チ ッ ク ケー
ソ ン ，お よび設置 ケ

ー
ソ ン の

3 種類 に分 類 さ れ る。

　 オ
ー

プン ケ
ー

ソ ン は 昔か ら井戸 を掘 るの に使わ れ て い

た の で 古 い 歴 史 を持つ とい わ れ て い る 。

一
般 に機械 に よ

り筒状構造物 の 底面地盤 を水中掘削 ・排土 しながら，主

と して そ の 自重 を利用 して 所定 の 深 さ ま で 沈設 して 基礎

とす る もの で あ る。オ ー
プ ン ケ

ー
ソソ の 施工 実績 は，揚

水 井戸 な どに利 用 す る 小規模 な もの か ら ， 橋梁
・
建物基

礎 ， 炭坑用立 坑 ， 地下 タ ソ ク ，建物地下室な どがあ る。

　 ニ ュ
ー

マ チ ッ クケ
ー

ソ ン 工 法 は，圧縮空気 を用 い る工

法 で あ るの で 圧気ケ
ー

ソ ン 工 法 と も呼ば れ た。筒状構造

物の 底部 に ス ラブを 設 け，ス ラ ブ下 を作業室 と して 水圧

に 見合 う圧縮空気を送 り，こ の作業室を完全に ドライに

して掘削作業 を 行い 所定 の 深 さ ま で沈下 さ せ る工 法 で あ

る。ニ ュ
ーマ チ ッ ク ケー

ソ ン 工 法 は ，1830年 卜
一

マ ス

・コ ク ラ ン に よ り考案 さ れ ，1872年 ，こ ユ
ーヨ ーク市

にあ るブ ル ッ ク リン 橋 の 基礎 は ニ ュ
ーマ チ ッ ク ケ

ー
ソ ン

工 法 に よ り施 工 された。また，20世紀初頭，ニ ュ
ーヨ

ーク市 マ ン ハ ッ タソ 島に 超 高層ビ ル が 多数建設 され た が，

そ れ らの 多 くは，ニ ュ
ー

マ チ ッ ク ケ
ー

ソ ン 工 法 に よ る基

礎が 用 い られ た。そ の後も大 型 構 造 物 の 基 礎 には ニ ュ
ー
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マ チ ッ ク ケ ー
ソ ン 工 法 が用 い られ て きた。ニ ュ

ーマ チ ッ

ク ケ
ー

ソン の施 工 実績 か ら，橋粲基礎を始 め あ らゆ る構

造物基礎の ほ か に 地 下 タ ン ク，トソ ネル，立 坑等 の 地下

構造物や岸壁，ドラ イ ドッ ク な どの 土 留め構造物と して

用 い られ て い る が，杭 基 礎，鋼 管矢板基礎等 との 競争で

不 利 に な る 場合 が 多 く，全体的 に 施 工 実 績 が減 っ て きて

い る 。

　本 四 プ ロ ジ ェ ク トに おい て 設置 ケー
ソン は多く用 い ら

れ て きた ように，設置 ケ
ー

ソ ソ は水深が深 くかつ 支持層

が 浅 い 場合 に は有力な 工 法 で あ る。本四 プ ロ ジ ェ ク トの

場合 よ りも さ らに 水 深 が深 くな る 次期海峡横断道路プ ロ

ジ ェ ク トで は ， コ ス ト縮減 を計 る た め特に海底地 盤の掘

削量 を 減らす と ともに，基礎の 質量を押さえる よ うな工

夫 が不 可欠 とな る。

　2．4　鋼管矢板基礎

　鋼管矢板基礎 は ， 昭和39年 ご ろ よ り開発に着手 さ れ，

昭和 42年，溶鉱炉基礎 に 用 い られ た の が 最初 で あ る こ

とか ら知 ら れ る よ うに，そ の 開発 は い くっ かの製鉄 メー

カーの 手 に よ っ て 行わ れ て き た。溶鉱炉基礎 の ほ か，製

鉄所内の 土 木構造物の 基礎に も適用 され ，橋梁基礎 に 用

い る ための 基礎的な技術が培われた 。

　 こ の 基礎 の最大の 特徴 は ，水中で 締切 り工 が不要な仮

締切 り兼用 工 法 を と り うる こ とで あ り，仮設 コ ス トが縮

減 で き る こ と，河 川 占有 面 積 が ・1・ さい こ とな ど大 き な利

点を持つ 。鋼管矢板基礎は，各鋼管矢板 が 継手 に よ り相

互 に連結さ れ て い る こ と，施工 時 の 水 圧 に より発生す る

応力が 完成後鋼管矢板 に 残留 す る こ と等 に よ り力 学的 挙

動 が複 雑 で あ り，力 学 的 挙 動 の解 明 と設計法 の 確立が 大

き な課題 で あ っ た。基準化 に 向け て 各機関 で 研究 が続 け

られ ， 例 え ば，昭 和 56年 に は 日本 国 有鉄道 に お い て ，

「鋼管矢板井筒 の 設計施工 指針」， 昭和59年に は 日本道

路協会 に お い て ，「鋼管矢板基礎設計指針 」 が そ れ ぞ れ

刊行さ れ た。こ れ ら一連 の 基 準化 に よ り鋼管 矢 板 基 礎 の

施 工 実績は着実に増加 して きて い る 。

　2．5 地中連続壁基礎

　地中連続壁 工 法は，ヨ
ー

ロ ッ パ に おい て 考案 さ れ ， そ

の 後我 が 国に 導入 さ れ た 。 建設工 事に お け る騒音 ・振動

に 対す る対策工 法 と して 積極的に 用い られ る よ う に な り

発展 を遂 げ て きた 。 当初 ， 地 中連続壁 は仮設 目的 の利 用

が多か っ たが，そ の後 の 技術進歩 に よ り地下構造壁 な ど

を対象 に 本体へ の 利用 が増 加 して き た。地中連続壁 の機

械掘削 の進歩 に よ り，大規模 な壁厚 や深度 に 対 す る施 工

能力が高ま る と と もに，継 手 を は じめ とす る 構造機能 に

関す る研究開発の 進展 に よ っ て ，工 法 の 信頼性 が 高 くな

っ た。さ ら に地 中連続壁 を 井筒状 に構築 し，橋梁などの

大型構造物の 基礎 と して 利用す る地中連続壁 基礎が案出

さ れ た 。 地 中 連続壁 基礎 は，隣接 す る 地 中連続壁 エ レ メ

ン トを相互 に 継手を用 い て 連結 して
一

体閉合断面 を形 成

し，そ の 頭部 と頂版が
一

体 とな る ように 構築 した 構造形

式 の ため耐力が大 き く耐震性 に優 れ て い る 。

　 地 中 連続壁 の 施 工 実績 と して は，外郭放水路 立 坑，人

工 島，LNG 地 下 タ ソ ク ，変電 所 ，橋 梁 な ど多 くの 大型
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構造物 に 使わ れ て い る。な お，現在，国内で 使用され て

い る 主 な 壁 式 連 壁 掘 削機 に よ れ ば，最大 壁 厚 と して 3m ，

最 大 深度 と し て は 150m を 越 え る 掘削 お よ び 連 壁 の 構

築が可 能 で あ る。

3． 地震と洪水に よ る道路橋基礎の 被害の 特徴

　　 と技術基準における課題

　3．1 地 震 に 対 して

　日本道路協会 の道路橋震災対策便覧 （震前対策編） に

よ れ ば ， 昭和39年新潟地震 ， 昭和53年宮城県沖地震 ，

昭和 58年 日本海中部地震 に よ る被災橋梁 （通行規制が

行 わ れ た 31橋） に つ い て ，橋梁 の 耐震性 に 影響 を 与 え

る要 因 に つ い て ま とめ ら れ て い る 。
こ れ に よ る と，「橋

梁 の 被害形態 と適用示方書 に は強 い 相関 が あ る 。 こ れ は ，

過去の 被害経験を通 して 徐 々 に耐震設計法が整備拡充さ

れ て き て お り， こ れ に 応 じて 被害形態 も変化して き て い

る た め と考 え られ る 」 と述べ られ て い る 。 兵庫県南部 地

震 に よ る被害 は過去 の 被害 に 基 づ く経験
・
教訓に 対 して

根本的な見直 しを迫 っ た もの で あ るが，土木研究所等 に

よ り行わ れ た 被害分析結果 に よれば，大被害は39年以

前 に 建設 され た橋脚 に 集中 し て 発 生 し，一
方新 しい 基 準

に よ る橋脚 に も中程度の被害が か な り発生 して い る もの

の 総 じて 被害程度は軽 い ， と指摘 され て い る 。 兵庫県南

部地 震 ま で，過去 の 地震被害を経験 して耐震設計法 の 見

直 しを 行い 耐震性向上 に 向け て 努力 が続 け られ て い る。

　今後 の 耐 震 基準 の 方向に お い て 重要 と考 え られ る 事項

と して は，確率論 に 基づ い て地震力 を設定 しか つ 大規模

地 震 （レベ ル 2 地 震）を考慮す る こ とおよび 2段階設

計 に 合理 性が あ る こ と，精密 な 計算 を追求す る とい う理

想 と簡便な 計算 を 求め る実務 との ギ ャ ッ プを解消す る た

めの 合理性を追求する こ と，上 下部 工 に 分か れ て 設計す

るな ど部 門別 設 計 の 寄 せ 集 め で な く全 体 で コ
ー

デ ィ ネ
ー

ト した 設計 に 転換す る こ と，耐震性向上 と コ ス ト縮減の

両立 を 目指 す こ と，そ の た め に は新技術 が 必 要 で あ る こ

と， 地震 リ ス ク を明確 に した耐震性能 に 対す る 国民的合

意を得 る こ と，その ため に はわ かりやすい 説明が必要 で

あ る こ と等 が あ る。

　3，2　洪水に 対 し て

　平成 2年 の 梅雨 前線 に よ る 記録的 な豪雨 が 九 州北部

地 方 を襲 っ た。そ の た め各地の 河川が氾濫 した ほ か，土

石 流，地 す べ り等も発生 して 大 き な被害が発生 し，37

橋の 道路橋が流失 した。被災橋梁 の うち下部工 が変状 し

て 流失 した例 が 非常 に多 い 。 また 土 石 流 や 流木等 が上 部

工 や橋脚 に 引掛か っ た結果，桁下 の 閉塞が原因 で溢流が

発 生 して 橋台取付け 部盛 土 に 被害が 生 じた 例 も 多い 。

　 ま た 平成 10年 の 8 月末豪雨 に お い て も，栃木県，福

島県の 橋梁 に つ い て 大 きな被害 が 生 じた 。 栃木県 の余笹

川水系 で は，氾濫 した洪水流 に より橋梁 の 取付 け道路が

流失 した事例 が 多 く．そ の うち 3橋で は橋台が流失 し，

そ れ が 支持 して い た 上 部 工 も流失 した。上 部工 が流失 し

て い な い 橋 で も流 木 が 橋 脚 や 桁 へ の 掛 か り，高欄 に被害

が生 じた。一
方，福島県の 阿武隈川水系 で は，被災橋梁

の ほ とん どで 洗掘 に よ る橋脚や橋台の 沈下 が 発生 して お

り，高欄の 被害 も，下部構造 の 沈下 に 起因す る もの で あ

る。こ の よ うに，同 じ豪雨 に対 して も，河 川 の 特性 に よ

り橋梁 の 被害状況は 大 き く異 な っ て い た。

　以上 の 事例 も含め 洪水 に よ る橋梁の 被災内容を分類 し，

河川管理施設等構造令
・
道路橋示方書 に よ る規定事項 と

の 対比 を示 した の が図
一 2で あ る。洪水 に よ る被災 の 主

要因 と して は，図中 に 示 した よ うに ，水衝部 に お け る川

僑台背 面盛t の 流 失

橋台の 傾斜 橋 台の 流 失

基礎の 最 小根入 れ深 さを規定
L

桁 の 流 失

橋脚 の 流 失

圃

図
一2　 洪 水 に よる被害 内容 （箱の 中） と 1） 河川管理 施設等構造 令 ・2）道 路橋示方書に よ る規定事項 との 対比
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岸 の 洗掘，橋脚周辺 で の 局所洗掘，流木そ して 橋梁部 で

の越 水 が あ げ られ る。こ れ らの 規定事項 に お い て，橋梁

を越流す る よ うな 大洪水 に 対 す る取扱 い が 必 ず し も明確

に な っ て い な い こ とがあ る。特 に 中小橋梁 に対 して は地

震 力 を 上 回 る越流 に よ る流水 圧が作用 す る こ とが あ り得

る と考 え られ，大洪水時の 流 水 圧の 取扱 い を 明確 に す る

こ とが 求 め られ よ う。

　さらに 洪水に 対 して よ り安全な 橋梁構造 を 目指 して，

特 に 洗掘 に対 す る効率的 な調査手法，洗掘を受けに くい

基 礎構造，低 コ ス トの 洗掘対策手 法等に つ い て技術 開発

を 行うこ とが 必 要で あ り，そ の 成果 を 技術基準の 中 に 新

た な 規 定 と して 反映 させ る こ とが望 ま れ る 。 ま た，既 存

の橋梁の な か に は現在 の 規定を満足 しな い もの も多 くあ

り ， こ れ らに つ い て そ の 安全 性 を照査 し， 順次計画的に

補強等の 対策を講 じる必要 が あ る。

4．　 （橋梁）基礎の今後の展望

　今後の 基礎 に お い て キ ーワードとな るの は，自然災害

に 対する安全性の 確保，維持管理 を 含め た 技術基準 の 整

備，技術 の 限界 へ の 挑戦 で あ る と考 え る。

　橋梁 の 被災要因 と して ，地 震，洪 水，地 盤変位 （地 す

べ り，沈下 な ど） お よ び船舶の 衝突等が あ げ られ る 。 過

去の 被災事例数で は洪水 に よ る被害 が 圧 倒的 に 多い が ，

平成 7 年 の 阪神 ・淡路大震災 に お い て は，多数 の 幹線

道路 の 橋梁に 大 きな被害 が発生 した 。 3 で 述べ た ように

地 震 と洪 水 に対 す る安全性 の 確保 が 重要 な課題で あ り，

こ の た め特 に 大地震
・
大洪水 に対 す る荷重 お よび要求性

能の 設定 に 関す る研究の 必要性が高 い 。

　現 在，建設 工 事 の 国際化 が急速 に 進展 し て い る 。

1995年 に 発足 した 世界貿易機関 （WTO ） に おけ る 「政

府調達に 関す る協定」 や 「貿易 の技術的障害に関す る協

定」 （TBT 協定） に よ り，各 国の 規格や基準は，　 ISO

規格 を尊重 す る こ とが 定 め ら れ た 。 現在 ISO や 欧 州 コ

ー
ドに お い て は性能規定型技術基準 の 整備 が 進め られ つ

つ あ り，我が 国に お い て も，性 能規 定型 技 術 基 準へ の 移

行を計 っ て い く必要 がある。それと同時 に，国際的 に も

検討が進ん で い る限界状態設計法，部分安全係数設計法

へ の移行，および維持管理費
・
更新費を明確な形で 取 り

入 れ た ラ イ フ サ イ クル コ ス トの 概 念 の 導入 を 計 っ て い く
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こ とが，今後 の技術基準整備 の 重要 な 点で ある と考 え る 。

　平 成 10年 4 月 5 日 に 明石海峡大橋が開通 した。また，

本年 5 月 に は 新尾道大橋
・
多 々 羅 大 橋

・来 島海 峡 大 橋

が 開通 し，本 州 と四 国 は三 つ の ル
ー

トで 結 ば れ る こ とに

な っ た。今後，さ らな る道路 ネ ッ トワークの強化 お よび

リダン ダン シ
ー

の 確保 とい う面か ら，また一
極
一

軸 に 集

中 した 国土構造の 転換 とい う面か ら，新た な海峡横断道

路プロ ジ ェ ク トの 実現 に 向け た 技術開発が 要請 さ れ て い

る 。 海峡横断道路プ ロ ジ ェ ク トに は 明 石海峡大橋を越 え

る ような超長大橋梁の 建設 が 想定され て い る が ， そ れ ら

の 実現 に は 大幅な コ ス ト縮減が 不 可 欠 で あ る。コ ス ト縮

減の た め の 技術開発は ，一
般 の 公共事業に と っ て も大 き

な テ
ーマ で ある が，海峡横断道路プ ロ ジ ェ ク トに と っ て

は，最低限30〜50％ の コ ス ト縮減 が 実現 しな け れ ば 事

業化 は あ り得な い と考 え られ て い る。こ の 目標 を達成す

る た め に は，従来の 常識を越 え た ア イ デア ・
コ ン セ プト

に基 づ く新 しい 上 ・下 部 構造 形 式，設計 ・施 工 法の 開発

が不 可欠 となろう。
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